
東京海上日動あんしん生命保険株式会社

【主要業績】 （単位：億円、千件、％）

（単位：億円、千件、％）

(※)本項目については、個人保険・個人年金保険合計の数値です。
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2023年11月17日

2024年3月期  中間決算のお知らせ

　東京海上日動あんしん生命保険株式会社（社長　川本　哲文）の2024年3月期中間決算（2023年4月1日
～2023年9月30日）の業績をお知らせします。
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１．契約の状況

２．損益の状況

３．総資産の状況

４．健全性の指標

＜当社の格付（2023年11月17日現在）＞
Ｓ＆Ｐ 保険財務力格付 Ａ＋

基礎利益は、前年同期比32億円増益
の172億円となりました。

中間純利益は、同59億円増益の156億
円となりました。

総資産は、前年度末から402億円増加

し、8兆7,477億円(前年度末比100.5%)と

なりました。

５．その他、トピックス

中間純利益は、為替ヘッジコストの増加等の減益要因がある一方で、コロナ関連の給付金減少や保有契約の積み

上がり等により増益となりました。

新契約年換算保険料は、239億円(前
年同期比96.9%)となりました。

保有契約年換算保険料および保有契
約件数は、7,864億円(前年度末比
98.6%)、632万件(同100.3%)となりました。

保険金等の支払能力を示すソルベン
シー・マージン比率は、984.2%と引き続き
高い水準を確保しており、優れた健全性
を示しています。
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保有契約高及び新契約高

・保有契約高 (単位:千件、億円、％)

・新契約高 (単位:千件、億円、％)

年換算保険料

・保有契約 (単位:億円、％)

・新契約 (単位:億円、％)

91.2
（注）１．年換算保険料とは、各契約の全期間の払込保険料総額（一時払契約については一時払保険料）を保険
　 　 　　期間等で除して１年あたりの保険料に換算した金額です。
　  　２．医療保障･生前給付保障等とは、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付（特定
　　　　　疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除く。特定疾病罹患、
　　　　　介護等を事由とするものを含む）等に該当する保障です。

うち医療・がん 76 100.9 69

う ち 医 療 保 障 ・
生 前 給 付 保 障 等 109 98.9 100 91.8

個 人 年 金 保 険 - - - -

合 計 246 101.4 239 96.9

前年同期比

個 人 保 険 246 101.4 239 96.9

区　　分

前中間会計期間 当中間会計期間

（自　2022年４月１日　 （自　2023年４月１日　

　至　2022年９月30日） 　至　2023年９月30日）
前年同期比

101.4

うち医療・がん 1,971 102.9 1,989 100.9

合 計 7,976 98.4 7,864 98.6
う ち 医 療 保 障 ・
生 前 給 付 保 障 等 2,392 104.4 2,424

個 人 保 険 6,836 99.7 6,781 99.2

個 人 年 金 保 険 1,139 91.0 1,083 95.1

区　　分

前事業年度末 当中間会計期間末

（2023年３月31日） （2023年９月30日）
前年度末比 前年度末比

- - - - - -

- 36 15.7 36 -

団 体 年 金 保 険 - - - -

団 体 保 険 - - 234 381.3 -

- - - - - -

90.7 9,413 96.9 9,413 -

個 人 年 金 保 険 - - - -

前年同期比 新契約
転換によ
る純増加

個 人 保 険 200 102.6 9,718 86.5 181

件　数 金　額 件　数 金　額

前年同期比 前年同期比 前年同期比

27 99.1
（注）１．個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始
　　　　　後契約の責任準備金を合計したものです。
　　　２．団体年金保険については、責任準備金の金額です。

区　　分

前中間会計期間 当中間会計期間

（自　2022年４月１日　 （自　2023年４月１日　

　至　2022年９月30日） 　至　2023年９月30日）

- 17,729 92.7

団 体 年 金 保 険 - - 27 90.0 - -

団 体 保 険 - - 19,125 96.7 -

98.9

個 人 年 金 保 険 451 94.9 18,788 95.7 439 97.3 18,399 97.9

前年度末比

個 人 保 険 5,854 102.1 283,860 98.9 5,887 100.6 280,859

前年度末比 前年度末比 前年度末比

１．主要業績

区　　分

前事業年度末 当中間会計期間末

（2023年３月31日） （2023年９月30日）

件　数 金　額 件　数 金　額
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２．中間貸借対照表
（単位：百万円）

期　別

科　目

％ ％  

74,206 0.85 65,995 0.75 △ 8,210

8,363,942 96.05 8,410,088 96.14 46,146

7,130,635 7,093,664 △ 36,971

5,610 5,610 △ 0

528,776 533,540 4,763

151 196 45

510,641 541,903 31,261

188,125 235,172 47,047

95,063 1.09 96,008 1.10 945

95,063 96,008 945

1,323 0.02 1,268 0.01 △ 54

16,007 0.18 18,251 0.21 2,243

244 0.00 224 0.00 △ 20

1,604 0.02 1,533 0.02 △ 70

101,067 1.16 87,066 1.00 △ 14,001

101,067 87,066 △ 14,001

54,847 0.63 68,202 0.78 13,354

△ 806 △ 0.01 △ 913 △ 0.01 △ 107

8,707,500 100.00 8,747,725 100.00 40,225

8,001,981 91.90 8,122,986 92.86 121,004

78,856 93,621 14,764

7,850,898 7,964,683 113,784

72,226 64,681 △ 7,544

7,386 0.08 5,499 0.06 △ 1,887

1,279 0.01 2,216 0.03 937

522,427 6.00 492,516 5.63 △ 29,911

375,803 340,255 △ 35,548

8,302 2,160 △ 6,141

35 23 △ 11

138,286 150,076 11,790

9,221 0.11 9,502 0.11 281

19,346 0.22 19,890 0.23 544

19,346 19,890 544

8,561,642 98.32 8,652,611 98.91 90,968

55,000 0.63 55,000 0.63 -
41,860 0.48 41,860 0.48 -
41,860 41,860 -
58,500 0.67 45,787 0.52 △ 12,712

13,140 13,140 -
45,360 32,647 △ 12,712

45,360 32,647 △ 12,712

155,360 1.78 142,647 1.63 △ 12,712

13,694 0.16 △ 11,392 △ 0.13 △ 25,087

△ 23,196 △ 0.27 △ 36,140 △ 0.41 △ 12,943

△ 9,502 △ 0.11 △ 47,533 △ 0.54 △ 38,031

145,857 1.68 95,114 1.09 △ 50,743

8,707,500 100.00 8,747,725 100.00 40,225
債権のうち、保険業法施行規則第59条の２第１項第５号ロによる破産更生債権及びこれらに準ずる債権額は０百万円であり、
   危険債権、三月以上延滞債権および貸付条件緩和債権はありません。

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

株 主 資 本 合 計

利 益 準 備 金

責 任 準 備 金

（負　債　の　部）

退 職 給 付 引 当 金

リ ー ス 債 務

債券貸借取引受入担保金

未 払 法 人 税 等

再 保 険 借

代 理 店 借

支 払 備 金

保 険 契 約 準 備 金

代 理 店 貸

再 保 険 貸

資 産 の 部 合 計

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 資 産

そ の 他 資 産

貸 倒 引 当 金

社 債

株 式

外 国 証 券

無 形 固 定 資 産

そ の 他 の 証 券

有 形 固 定 資 産

当中間会計期間末
（2023年９月30日） 比較増減

金　　額 構成比 金　　額 構成比

資 本 準 備 金

前事業年度末
（2023年３月31日）

国 債

地 方 債

現 金 及 び 預 貯 金

（資　産　の　部）

有 価 証 券

貸 付 金

保 険 約 款 貸 付

（注）

契 約 者 配 当 準 備 金

そ の 他 負 債

そ の 他 の 負 債

特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

その他有価証券評価差額金

（純　資　産　の　部）

負 債 の 部 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 金
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３．中間損益計算書
（単位：百万円）

期　別  

科　目

480,057 475,523 △ 4,534

394,872 384,555 △ 10,317

（ う ち 保 険 料 ） （ 391,093 ）（ 380,565 ）（ △ 10,528 ）

83,353 89,208 5,854

（うち利息及び配当金等収入） （ 55,025 ）（ 58,394 ）（ 3,369 ）

（ う ち 有 価 証 券 売 却 益 ） （ 25,491 ）（ 1,285 ）（ △ 24,205 ）

（ う ち 為 替 差 益 ） （ 2,799 ）（ 5,160 ）（ 2,360 ）

（うち特別勘定資産運用益） （ - ）（ 24,331 ）（ 24,331 ）

1,832 1,760 △ 71

454,408 460,315 5,907

224,353 241,410 17,056

（ う ち 保 険 金 ） （ 24,615 ）（ 28,358 ）（ 3,743 ）

（ う ち 年 金 ） （ 23,933 ）（ 20,372 ）（ △ 3,561 ）

（ う ち 給 付 金 ） （ 38,681 ）（ 28,618 ）（ △ 10,062 ）

（ う ち 解 約 返 戻 金 ） （ 129,305 ）（ 155,490 ）（ 26,184 ）

（ う ち そ の 他 返 戻 金 ） （ 3,589 ）（ 4,092 ）（ 503 ）

128,462 128,550 88

15,835 14,764 △ 1,070

112,625 113,784 1,159

1 1 0

33,276 22,053 △ 11,223

（ う ち 支 払 利 息 ） （ 952 ）（ 610 ）（ △ 341 ）

（ う ち 有 価 証 券 売 却 損 ） （ 9,026 ）（ 12 ）（ △ 9,014 ）

（ う ち 有 価 証 券 評 価 損 ） （ - ）（ 4 ）（ 4 ）

（ う ち 金 融 派 生 商 品 費 用 ） （ 8,658 ）（ 21,307 ）（ 12,648 ）

（うち特別勘定資産運用損） （ 14,553 ）（ - ）（ △ 14,553 ）

60,628 60,544 △ 84

7,686 7,757 70

25,649 15,207 △ 10,441

575 545 △ 30

11,423 △ 6,079 △ 17,502

13,651 20,741 7,090

6,914 3,618 △ 3,295

△ 2,963 1,435 4,398

3,951 5,054 1,103

9,700 15,687 5,987

支 払 備 金 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

責 任 準 備 金 繰 入 額

契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

事 業 費

資 産 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

保 険 金 等 支 払 金

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

中 間 純 利 益

特 別 損 失

契約者配当準備金繰入（△戻入）額

税 引 前 中 間 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

金　　　額 金　　　額

比較増減

保 険 料 等 収 入

前中間会計期間 当中間会計期間

（自　2022年４月１日　 （自　2023年４月１日　

　至  2022年９月30日） 　至  2023年９月30日）

経 常 収 益
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経常利益等の明細（基礎利益）

（単位：百万円）

Ａ

Ｂ

Ａ＋Ｂ

Ｃ

Ａ＋Ｂ＋Ｃ

（参考）その他項目の内訳 （単位：百万円）

基礎利益

４．中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日） （単位：百万円）

55,000

-

55,000

当中間会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日） （単位：百万円）

55,000

-

55,000

4,260 14,422 10,162

△ 91,898 △ 24,025 △ 115,924

当中間期変動額合計

当中間期末残高 41,860 13,140 19,448

- - △ 77,599 △ 77,599

129,448

当中間期変動額（純額）

37,567 △ 32,038 134,976

中間純利益

株主資本以外の項目の

△ 91,898 △ 24,025 △ 193,524

9,700

純資産合計

資本準備金 利益準備金

9,700 9,700

△ 87,300 △ 87,300 △ 87,300

資 本 金
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

資本剰余金

そ の 他
利益剰余金

繰 越 利 益
剰 余 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本
合 計

株　主　資　本 評価・換算差額等

外貨建て保険契約に係る 市場為替レート変動の影響額 1,570 871 △ 698

28 11 △ 17

1,570 871 △ 698

マーケット・ヴァリュー・アジャストメントに係る
解約返戻金額変動の影響額

その他キャピタル費用

△ 844金利スワップに係る受取・支払利息 1,261 417

4,289 14,434 10,145

1,570 871 △ 698
マーケット・ヴァリュー・アジャストメントに係る
解約返戻金額変動の影響額 △ 28 △ 11 17

外貨建て保険契約に係る市場為替レート変動の影響額

その他キャピタル収益

為替に係るヘッジコスト △ 4,260 △ 14,422 △ 10,162

経常利益 25,649 15,207 △ 10,441

個別貸倒引当金繰入額 - 100 100

臨時損益 △ 396 △ 338 58

臨時費用 401 338 △ 62

危険準備金繰入額 401 238 △ 163

個別貸倒引当金戻入額 4 - △ 4

臨時収益 4 - △ 4

キャピタル損益 12,062 △ 1,733 △ 13,796

キャピタル損益含み基礎利益 26,046 15,546 △ 10,499

その他キャピタル費用 1,570 871 △ 698

有価証券評価損 - 4 4

金融派生商品費用 9,919 21,724 11,804

キャピタル費用 20,516 22,613 2,096

有価証券売却損 9,026 12 △ 9,014

為替差益 2,799 5,160 2,360

その他キャピタル収益 4,289 14,434 10,145

有価証券売却益 25,491 1,285 △ 24,205

基礎利益 13,983 17,279 3,296

キャピタル収益 32,579 20,880 △ 11,699

前中間会計期間 当中間会計期間

（自　2022年４月１日　（自　2023年４月１日　 比較増減
　至　2022年９月30日）　至　2023年９月30日）

前中間会計期間 当中間会計期間

（自　2022年４月１日　（自　2023年４月１日　 比較増減

△ 1,457 △ 13,145

　至　2022年９月30日）　至　2023年９月30日）

△ 11,687

当期首残高 41,860 13,140 97,048 207,048 129,465 △ 8,013 328,501

資 本 金
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益資本準備金 利益準備金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

そ の 他
利益剰余金

繰 越 利 益
剰 余 金

株 主 資 本
合 計

株　主　資　本 評価・換算差額等

純資産合計

当期首残高 41,860 13,140 45,360 155,360 13,694 △ 23,196 145,857

15,687

剰余金の配当 △ 28,400 △ 28,400 △ 28,400

△ 36,140 95,114

当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計 - - △ 12,712 △ 12,712 △ 25,087 △ 12,943 △ 50,743

株主資本以外の項目の
△ 25,087 △ 12,943 △ 38,031

為替に係るヘッジコスト

当中間期末残高 41,860 13,140 32,647 142,647 △ 11,392

中間純利益 15,687 15,687

当中間期変動額

剰余金の配当

当中間期変動額
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5     東京海上日動あんしん生命保険株式会社 

（中間貸借対照表の注記） 

１． 会計方針に関する事項 

(1) 有価証券の評価基準および評価方法は次のとおりとしています。 

① 売買目的有価証券の評価は時価法によっています。また、売却原価は移動平均法に基づいて算定してい

ます。 

② 満期保有目的の債券の評価は移動平均法に基づく償却原価法（定額法）によっています。 

③ 業種別監査委員会報告第21号「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査

上の取扱い」（平成12年11月16日 日本公認会計士協会）に基づく責任準備金対応債券の評価は移動平

均法に基づく償却原価法（定額法）によっています。 

なお、責任準備金対応債券に係る中間貸借対照表計上額は2,111,994百万円、時価は1,565,119百万円

です。 

また、責任準備金対応債券に関するリスク管理方針の概要は次のとおりです。 

資産・負債の金利リスクの変動を適切に管理するために「個人保険（無配当・利差回払）の責任準備金

の一部分」を小区分として設定し、当該小区分に係る責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券

のデュレーションを一定幅の中で対応させる運用方針をとっています。 

④ 子会社株式および関連会社株式の評価は移動平均法に基づく原価法によっています。 

⑤ その他有価証券の評価は、市場価格のない株式等を除き、中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価

法によっています。 

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価は移動平均法に基づいて算定してい

ます。 

⑥ その他有価証券のうち市場価格のない株式等の評価は移動平均法に基づく原価法によっています。 

(2) デリバティブ取引の評価は時価法によっています。 

(3) 有形固定資産の減価償却は次の方法によっています。 

① リース資産以外 

定額法を採用しています。 

② リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しています。 

(4) 無形固定資産のうちソフトウェアの減価償却は、利用可能期間に基づく定額法を採用しています。 

(5) 外貨建資産等の本邦通貨への換算は外貨建取引等会計処理基準に準拠して行っています。 

(6) 貸倒引当金は資産の自己査定基準および償却・引当基準に則り、個別債権毎に回収可能性を査定のうえ回

収可能性に重大な懸念があると判断した金額を計上し、その他の債権については、過去の一定期間における

貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しています。 

すべての債権は資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産

監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて引当を行っています。 

(7) 退職給付引当金は従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。 

退職給付見込額および退職給付費用の処理方法は次のとおりです。 

 退職給付見込額の期間帰属方法  給付算定式基準を採用しています。 

 数理計算上の差異の処理年数   ５年 

(8) 価格変動準備金は保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上しています。 
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(9) ヘッジ会計の方法は次のとおりです。 

外貨建資産に係る将来の為替相場の変動リスクを軽減する目的で実施している為替予約取引の一部につ

いては、繰延ヘッジ処理または時価ヘッジ処理、通貨スワップ取引については、振当処理を行っています。

なお、ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が同一であり、ヘッジに高い有効性があるため、ヘッジ有効性

の評価を省略しています。 

(10) 消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。ただし、事業費は税込方式によっていま

す。なお、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等は前払費用に計上のうえ５年

間で均等償却し、繰延消費税等以外のものは当中間会計期間に費用処理しています。 

(11) 責任準備金は、保険契約に基づく将来の債務の履行に備えるため、保険業法第116条の規定に基づき積み

立てており、未経過保険料、保険料積立金、危険準備金により構成されています。 

なお、保険契約が再保険に付されている場合は、再保険が付された部分に対する責任準備金は、保険業法

施行規則第71条第１項に基づき、原則として積み立てていません。 

未経過保険料は、保険契約に定めた保険期間のうち、決算期においてまだ経過していない期間に対応する

責任に相当する金額を積み立てています。 

保険料積立金は、次の方式により計算しています。 

① 標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省告示第48号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

   なお、1999年５月２日以後2003年２月１日までに締結された５年ごと利差配当付個人年金保険（一時払）

契約について、保険業法施行規則第69条第５項の規定に基づき、責任準備金35百万円を追加して積み立て

ています。 

危険準備金は、保険契約に基づく債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれる危険に備えて、保険

業法にしたがって積み立てています。 

(12) 支払備金は、保険業法第117条の規定に基づき、保険契約に基づいて支払義務が発生した、または発生し

たと認められる保険金、返戻金およびその他の給付金のうち、まだ支払っていない金額を積み立てています。

なお、保険契約が再保険に付されている場合、再保険が付された部分に相当する支払備金は、保険業法施行

規則第71条第１項に基づき、原則として積み立てていません。既発生未報告支払備金 （まだ支払事由の発

生の報告を受けていないが保険契約に規定する支払事由が既に発生したと認める保険金等をいう。以下同

じ。）については、新型コロナウイルス感染症と診断され、宿泊施設または自宅にて医師等の管理下で療養

をされた場合（以下、「みなし入院」という。）等に入院給付金等を支払う特別取扱を 2023年５月８日以降

終了したことにより、平成10年大蔵省告示第234号（以下、「IBNR告示」という。）第1条第1項本則に基

づく計算では適切な水準の額を算出することができないことから、IBNR告示第 1条第 1項ただし書の規定

に基づき、以下の方法により算出した額を計上しています。 

IBNR 告示第 1 条 1 項本則に掲げる全ての事業年度の既発生未報告支払備金積立所要額および保険金等の

支払額から、みなし入院に係る額を除外した上で、IBNR告示第 1条 1項本則と同様の方法により算出して

います。 

なお、前事業年度末においては、みなし入院に係る既発生未報告支払備金とみなし入院以外に係る既発生

未報告支払備金に区分して計算していましたが、当中間会計期間中にみなし入院の入院給付金の取扱いを終

了したことにより、みなし入院に係る既発生未報告支払備金を零と算出する方法に見直しています。 
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２．主な金融資産および金融負債に係る中間貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は次のとおりです。 

 

（単位：百万円） 

 中間貸借対照表 

計 上 額 
時 価 差 額 

有価証券 (*1) 8,256,257 7,504,287 △ 751,969 

 売買目的有価証券 242,078 242,078 － 

満期保有目的の債券 (*2) 4,926,505 4,721,411 △ 205,094 

責任準備金対応債券 2,111,994 1,565,119 △ 546,874 

その他有価証券 975,678 975,678 － 

 貸付金 96,008 103,423 7,414 

資産計 8,352,265 7,607,711 △ 744,554 

デリバティブ取引 (*3)    

ヘッジ会計が適用されていないもの (9,391)  (9,391)  － 

ヘッジ会計が適用されているもの (17,076) (17,076) － 

デリバティブ取引計 (26,468)  (26,468) － 

現金及び預貯金および債券貸借取引受入担保金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

ことから、注記を省略しています。 

(*1)非上場株式等の市場価格のない株式等については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等

の開示に関する適用指針」（2020年３月31日 企業会計基準委員会）第５項に従い、時価開示の対象と

していません。当該非上場株式等の中間貸借対照表計上額は128,877百万円です。 

また、組合出資金等については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用

指針」（2021年６月17日 企業会計基準委員会）第24-16項を適用し、時価開示の対象としていません。

当該組合出資金等の中間貸借対照表計上額は24,953百万円です。 

(*2)通貨スワップ取引の振当処理を行っているものについては、ヘッジ対象の有価証券（満期保有目的の

債券）と一体として処理しているため、その時価は当該有価証券の時価に含めています。 

(*3)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については、（ ）で表示しています。 

 

３． 主な金融商品の時価の内訳等に関する事項 

 

金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しています。 

 

レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。 
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(1) 時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債 

    （単位：百万円） 

 
中間貸借対照表計上額 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券  

売買目的有価証券 

 

－ 

 

242,078 

 

－ 

 

242,078 

その他有価証券 425,717 549,960 － 975,678 

   デリバティブ資産 － 7,942 41 7,984 

資産計 425,717 799,981 41 1,225,741 

デリバティブ負債 － 34,452 － 34,452 

負債計 － 34,452 － 34,452 

 

 

(2) 時価をもって中間貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債 

     （単位：百万円） 

 
時価 中間貸借 

対照表計上額 
差額 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券       

満期保有目的の債券 3,462,471 1,258,939 － 4,721,411 4,926,505 △ 205,094 

責任準備金対応債券 951,381 613,737 － 1,565,119 2,111,994 △ 546,874 

貸付金 － － 103,423 103,423 96,008 7,414 

資産計 4,413,853 1,872,677 103,423 6,389,954 7,134,509 △ 744,554 

 

(注１)時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明 

 

有価証券 

 有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分類

しています。公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類

しています。 

相場価格のないものは、主に割引キャッシュ・フロー方式等のモデルで算定された価格を情報ベンダー

等から入手し、当該価格を時価としています。これらの評価技法には、イールドカーブ、クレジットスプ

レッド等のインプットを使用しています。観察できないインプットを使用していないまたはその影響が重

要でない場合はレベル２、重要な観察できないインプットを使用している場合はレベル３の時価に分類し

ています。 

なお、市場における取引価額が存在しない投資信託については、解約等に関して市場参加者からリスク

の対価を求められるほどの重要な制限がない場合には、基準価額等をもって時価としており、レベル２の

時価に分類しています。 

 

貸付金 

保険約款貸付は、過去の実績に基づく返済率から生成した将来キャッシュ・フローを、リスク・フリ

ー・レートで割り引いて算出しており、重要な観察できないインプットを使用しているためレベル３の時

価に分類しています。 
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デリバティブ取引 

デリバティブ取引のうち取引所取引は、取引所等における最終の価格をもって時価としています。店頭

取引は、情報ベンダー等から入手したバシュリエモデル等で算定された価格または割引キャッシュ・フロ

ー方式等の評価技法を利用して算定された価格をもって時価としています。これらの評価技法には、金

利、為替レート、株価、ボラティリティ等のインプットを用いています。 

取引所取引はレベル１、観察できないインプットを使用していないまたはその影響が重要でない場合は

レベル２、重要な観察できないインプットを使用している場合はレベル３の時価に分類しています。 

 

(注２)時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債のうちレベル３の時価に関する情報 

① 重要な観察できないインプットに関する定量的情報 

区分 評価技法 重要な観察できない 

インプット 

インプットの範囲 

デリバティブ取引    

  金利スワップション バシュリエモデル算式 インプライド・ボラティリティ － 

金利スワップションの時価については、情報ベンダーから入手した価格を調整せず使用しているため、イ

ンプットの範囲の注記を省略しています。 

 

② 期首残高から中間会計期間末残高への調整表、当中間会計期間の損益に認識した評価損益 

                                        （単位：百万円） 

 期首 

残高 

レベル３

の時価へ

の振替

(*1) 

レベル３

の時価か

らの振替

(*1) 

当中間会

計期間の

損益 

(*2) 

購入、売

却、発行

および決

済の純額 

中間会計 

期間末 

残高 

当中間会計期間

損益に計上した

額のうち中間貸

借対照表におい

て保有する金融

資産および金融

負債の評価損益

(*2） 

デリバティブ取引（*3）        

金利スワップション 21 － － 19 － 41 15 

(*1)レベル間の振替は期首時点で認識することとしています。 

(*2)中間損益計算書の「資産運用費用」に含まれています。 

(*3)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務および利益・損失は純額で表示しており、合計で正味

の債務・損失となる項目については、（ ）で示しています。 

 

③ 時価評価のプロセスの説明  

当社は取引部門から独立した部門において時価の算定に関する方針、手続および時価評価モデルの使用

に係る手続を定めています。算定された時価およびレベルの分類については、時価の算定に用いられた評

価技法およびインプットの妥当性を検証しています。  

時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性およびリスクを最も適切に反映できる評価モデルを

用いています。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合においても、利用されている評価技法

およびインプットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証して

います。 
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④ 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

インプライド・ボラティリティ 

インプライド・ボラティリティ（以下、「ボラティリティ」という。）とは、特定の期間における金融

指標の予想変動率を表す尺度です。買建ポジションのオプション商品は、ボラティリティの上昇によ

り利益を得ることができます。なお、ボラティリティが低下した場合でも損失は支払ったプレミアム

に限定されます。 

 

４． 消費貸借契約により貸し付けている有価証券の中間貸借対照表計上額は756,759百万円です。 

 

５． 債権のうち、保険業法施行規則第59条の２第１項第５号ロによる破産更生債権及びこれらに準ずる債権額

は０百万円であり、危険債権、三月以上延滞債権および貸付条件緩和債権はありません。 

 

６． 保険業法第118条に規定する特別勘定の資産の額は251,008百万円です。なお、負債の額も同額です。 

 

７． 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりです。 

当事業年度期首現在高 72,226百万円 

当中間会計期間契約者配当金支払額 1,466百万円 

利息による増加等 1百万円 

契約者配当準備金戻入額 6,079百万円 

当中間会計期間末現在高 64,681百万円 

 

８． 関係会社株式の額は128,815百万円です。 

 

９． 担保に供されている資産は有価証券29,219百万円です。 

 

10． 保険業法施行規則第 73条第３項において準用する同規則第 71条第１項に規定する再保険を付した部分に

相当する支払備金（以下、「出再支払備金」という。）の額は281百万円、同規則第71条第１項に規定する再

保険を付した部分に相当する責任準備金（以下、「出再責任準備金」という。）の額は1,568百万円です。 

 

11． その他の負債には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金

100,000百万円が含まれています。

 

12.  以下の会社の債務を保証しており、当中間会計期間末における保証残高は次の通りです。 

トウキョウ・マリン・アールエスエル・リー・ピーアイシー・リミテッド  113,222 百万円 

 

13． 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。 



 

11     東京海上日動あんしん生命保険株式会社 

（中間損益計算書の注記） 

１．会計方針に関する事項は、次のとおりです。 

(1) 保険料については、原則として、当中間会計期間に保険契約者から収入した保険料を計上しています。

再保険収入については、再保険契約に基づき、再保険者から回収した保険金等を計上しています。 

(2) 保険金・年金・給付金・解約返戻金については、原則として、約款に基づき支払われた金額を計上して

います。その他返戻金については、保険金、年金、給付金、解約返戻金以外の保険契約関係支払額を計上

しています。再保険料については、再保険契約に基づき、再保険者へ支払う保険料等を計上しています。 

 

２．有価証券売却益の内訳は国債等債券1,148百万円、外国証券137百万円です。 

 

３．有価証券売却損は外国証券12百万円です。 

 

４．有価証券評価損は株式等４百万円です。 

 

５．支払備金繰入額の計算上足し上げられた出再支払備金戻入額の金額は128百万円、責任準備金繰入額の計算

上足し上げられた出再責任準備金戻入額の金額は49百万円です。 

 

６．利息及び配当金等収入の内訳は次のとおりです。 

預貯金利息 0百万円 

有価証券利息・配当金 56,390百万円 

貸付金利息 1,404百万円 

その他利息配当金 600百万円 

計 58,394百万円 

 

７．１株当たりの中間純利益は9,804円73銭です。 

 

８．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。 



 

12     東京海上日動あんしん生命保険株式会社 

（中間株主資本等変動計算書の注記） 

１．発行済株式の種類および総数に関する事項 

（単位：千株） 

 
当事業年度期首 

株式数 

当中間会計期間 

増加株式数 

当中間会計期間 

減少株式数 

当中間会計期間末 

株式数 

発行済株式     

普通株式 1,600 - - 1,600 

合計 1,600 - - 1,600 

 

２．配当に関する事項 

配当金の支払額は次のとおりです。 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2023年 

５月18日 

取締役会 

普通株式 28,400 利益剰余金 17,750.00 
2023年 

３月31日 

2023年 

６月16日 

 

３．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。 



利息及び配当金等収入
（単位：百万円）

コールローン

買現先勘定

債券貸借取引支払保証金

買入金銭債権

公社債

外国証券

その他の証券

土地・建物

合  計

有価証券売却損益・評価損
（単位：百万円）

売却損益 評価損 売却損益 評価損 売却損益 評価損

16,242  - 1,148  - △ 15,094  -

4  -  - 4 △ 4 4

217  - 124  - △ 93  -

 -  -  -  -  -  -

16,464  - 1,272 4 △ 15,191 4

公社債

株式

外国証券

その他の証券

合  計

55,025 58,394 3,369

区　分

前中間会計期間 当中間会計期間

（自 2022年４月１日　 （自 2023年４月１日　 比較増減

　至 2022年９月30日） 　至 2023年９月30日）

貸付金 1,384 1,404 20

 -  -  -

6,147 14,493 8,345

 -  -  -

47,485 42,495 △ 4,990

株式 7 1 △ 6

 -  -  -

有価証券 53,641 56,990 3,349

 -  -  -

 -  -  -

預貯金 0 0 0

 -  -  -

５．資産運用関係（一般勘定）

区　分

前中間会計期間 当中間会計期間

（自 2022年４月１日　 （自 2023年４月１日　 比較増減

　至 2022年９月30日） 　至 2023年９月30日）

収入金額 収入金額 収入金額
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有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券） （単位：百万円）

差益 差損 差益 差損

4,929,570 5,023,311 93,740 406,021 △ 312,280 4,926,505 4,721,411 △ 205,094 248,603 △ 453,698

2,104,656 1,710,663 △ 393,993 171 △ 394,164 2,111,994 1,565,119 △ 546,874   - △ 546,874

899,550 973,605 74,054 86,040 △ 11,985 903,778 975,678 71,899 89,239 △ 17,339

584,210 643,112 58,901 63,756 △ 4,854 575,522 606,631 31,109 38,622 △ 7,513

37 84 47 49 △ 2 37 100 62 64 △ 1

315,302 330,408 15,105 22,233 △ 7,127 328,219 368,947 40,727 50,551 △ 9,824

41,321 34,193 △ 7,127   - △ 7,127 45,132 35,308 △ 9,824   - △ 9,824

273,980 296,214 22,233 22,233   - 283,086 333,638 50,551 50,551   - 

  -   -   -   -   -   -   -   -   -   - 

7,933,777 7,707,579 △ 226,197 492,232 △ 718,430 7,942,278 7,262,209 △ 680,069 337,843 △ 1,017,912

7,606,121 7,365,324 △ 240,797 469,949 △ 710,746 7,601,706 6,882,685 △ 719,020 287,226 △ 1,006,247

37 84 47 49 △ 2 37 100 62 64 △ 1

外国証券 327,618 342,171 14,552 22,233 △ 7,681 340,535 379,424 38,888 50,551 △ 11,663

53,637 45,956 △ 7,681   - △ 7,681 57,448 45,785 △ 11,663   - △ 11,663

273,980 296,214 22,233 22,233   - 283,086 333,638 50,551 50,551   - 

  -   -   -   -   -   -   -   -   -   - 

（注）市場価格のない株式等および組合出資金等は、上表に含めていません。

・市場価格のない株式等および組合出資金等の帳簿価額は以下のとおりです。

（単位：百万円）

（参考）有価証券残存期間別残高 （単位：百万円）

１ 年 超 ３ 年 超 ５ 年 超 ７ 年 超 10 年 超

３ 年 以 下 ５ 年 以 下 ７ 年 以 下 10 年 以 下
（ 期 間 の 定 め の
ない もの を含 む）

4,019 162,555 249,851 199,733 789,905 5,687,598 7,093,664

  -   -   -   -   - 5,610 5,610

  -   -   -   -   - 533,540 533,540

196 196

外国証券 618 3,170 11,228 10,936 9,623 499,419 534,997

618 3,170 2,360 675 3,799 36,999 47,624

  -   - 8,868 10,261 5,824 462,419 487,373

  -   -   -   -   -   -   - 

4,638 165,725 261,080 210,669 799,529 6,726,366 8,168,010

その他

合　　計

国債

地方債

社債

株式

公社債

株式等

合　計 149,613 147,523

区　　分

当中間会計期間末

（2023年９月30日）

１ 年 以 下 合 計

国内株式 62 62

外国株式   -   -

その他 17,605 18,645

子会社・関連会社株式 131,945 128,815

その他有価証券 17,667 18,708

区　　分

前事業年度末 当中間会計期間末

（2023年３月31日） （2023年９月30日）

帳簿価額 帳簿価額

株式

公社債

株式等

その他

外国証券

公社債

株式等

その他

合計

公社債

株式

区　分

前事業年度末 当中間会計期間末

（2023年３月31日） （2023年９月30日）

帳簿価額 時価
差損益

帳簿価額 時価
差損益

満期保有目的の債券

責任準備金対応債券

その他有価証券

公社債
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デリバティブ取引の時価情報

金利関連

（単位：百万円）

（単位：百万円）

買建

（注）１.金利スワップション取引については、( )で契約時のオプション料を示しております。

２.差損益欄には、オプション料と時価との差額を記載しております。

（参考）金利スワップ契約の残存期間別構成

（単位：百万円、％）

（注）平均支払変動金利および平均受取変動金利については、当事業年度末までに金利計算期間が開始されたスワップ
　　　契約について表示しております。

通貨関連

（単位：百万円）

（注）通貨スワップ取引の振当処理によるものは、ヘッジ対象の有価証券（満期保有目的の債券）と一体として
　　　処理しているため、その時価は当該有価証券の時価に含めております。

時価 差損益
うち１年超 うち１年超

区

分
種　類

前事業年度末 当中間会計期間末
（2023年３月31日） （2023年９月30日）

契約額等
時価 差損益

契約額等

△ 1,385 

固定金利受取／変動金利支払 187,000 187,000 △ 143 △ 143 187,000 

金 利 ス ワ ッ プ 取 引

187,000 △ 5,729 △ 5,729 
店
頭

固定金利支払／変動金利受取 193,000 193,000 △ 6,852 △ 6,852 193,000 193,000 △ 1,385 

△ 7,114 

区

分
種　類

前事業年度末 当事業年度末
（2023年３月31日） （2023年９月30日）

契約額等
時価 差損益

合　　　　計 △ 6,995 

契約額等
時価 差損益

うち１年超 うち１年超

店
頭

金利スワップション取引

固定金利支払／変動金利受取 1,500 1,500 1,500 1,500

41 15 

合　　　　計 △ 4 

(25) (25) 21 △ 4 (25) (25)

15 

区　分

当中間会計期間末
（2023年９月30日）

１ 年 以 下
１ 年 超 ３ 年 超 ５ 年 超 ７ 年 超

10 年 超 合 計
３ 年 以 下 ５ 年 以 下 ７ 年 以 下 10 年 以 下

受取固定／支払変動スワップ想定元本   - - 125,000 - 5,000 57,000 187,000 

平 均 受 取 固 定 金 利 - - 1.22 - 2.15 0.35 0.98 

平 均 支 払 変 動 金 利 - - 0.01 - 0.01 △ 0.00 0.01 

56,000 193,000 

平 均 受 取 変 動 金 利   -   - △ 0.00 0.01 - 0.00 0.00

受取変動／支払固定スワップ想定元本   -   - 132,000 5,000 - 

1.89 0.52 

合　　　　計   -   - 257,000 5,000 5,000 113,000 380,000 

平 均 支 払 固 定 金 利   -   - △ 0.12 2.13 - 

時価 差損益
うち１年超 うち１年超

区

分
種　類

前事業年度末 当中間会計期間末
（2023年３月31日） （2023年９月30日）

契約額等
時価 差損益

契約額等

売建
　米ドル 470,041 - △ 4,270 △ 4,270 

為 替 予 約 取 引

513,049 - △ 17,555 △ 17,555 
　ユーロ 41,870 - △ 972 △ 972 51,334 - △ 602 △ 602 
　英ポンド 320 - △ 7 △ 7 450 - 1 1 
買建

　米ドル 3   - 0 0 159   - 

  受取円貨支払外貨

1 1 

△ 18,156 
- 12,316 12,316 - - 

合　　　　計 △ 5,249 

店
頭

　ユーロ 12,316 12,316 - 

通 貨 ス ワ ッ プ 取 引
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６．ソルベンシー・マージン比率
(単位：百万円)

ソルベンシー・マージン総額 (Ａ) 555,469 531,053

126,960 127,667

価格変動準備金 19,346 19,890

危険準備金 55,133 55,371

一般貸倒引当金 325 343

土地の含み損益×85％（マイナスの場合100％）   -   - 

全期チルメル式責任準備金相当額超過額 287,390 285,059

負債性資本調達手段等 100,000 100,000

全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性

資本調達手段等のうち、マージンに算入されない額

控除項目   -   - 

その他 70,870 84,597

リスクの合計額

　（Ｒ１＋Ｒ８）
２＋（Ｒ２＋Ｒ３＋Ｒ７）

２ ＋Ｒ４

保険リスク相当額 （Ｒ１） 16,734 16,606

第三分野保険の保険リスク相当額 （Ｒ８） 7,011 7,057

予定利率リスク相当額 （Ｒ２） 5,261 5,277

最低保証リスク相当額 （Ｒ７） 2,188 2,091

資産運用リスク相当額 （Ｒ３） 93,344 95,325

経営管理リスク相当額 （Ｒ４） 2,490 2,527

ソルベンシー・マージン比率

[(Ａ)/{(Ｂ)×1/2}]×100

（参考）実質資産負債差額
(単位：百万円)

資産の部に計上されるべき金額の合計額 （１） 8,398,226 7,977,270

負債の部に計上されるべき金額の合計額

を基礎として計算した金額

実質資産負債差額　Ａ （１）－（２）＝（３） 268,055 △ 258,452

満期保有目的の債券・責任準備金対応

債券の含み損益

実質資産負債差額　Ｂ （３）－（４）＝（５） 568,307 493,516

（注）１．上記は、保険業法施行規則第86条、第87条および平成８年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出しています。
　　　２．最低保証リスク相当額は、標準的方式により算出しています。

項　　目
前事業年度末

（2023年３月31日）
当中間会計期間末

（2023年９月30日）

（２） 8,130,171 8,235,723

（４） △ 300,252 △ 751,969

（注）実質資産負債差額Ａは、保険業法第132条第２項に規定する区分等を定める命令第３条および平成11年金融監督庁・大蔵省告示第２号の
　　　規定に基づき算出しています。実質資産負債差額Ｂは、保険会社向けの総合的な監督指針Ⅱ－２－２－６に基づき算出しており、当社
　　　は同監督指針Ⅱ－２－２－６の記載に基づく保険金等の支払に備えた流動性資産を確保しています。

(Ｃ) 1,047.6％ 984.2％

項　　目
前事業年度末

（2023年３月31日）
当中間会計期間末

（2023年９月30日）

資本金等

（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・
　繰延ヘッジ損益（税効果控除前））×90％
　（マイナスの場合100％）

17,118 △ 15,823

△ 121,675 △ 126,052

(Ｂ) 106,044 107,913
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７．特別勘定の状況

（１）特別勘定資産残高の状況 （単位：億円）

（２）保有契約高

・個人変額保険 （単位：千件、億円）

件 数 金 額 件 数 金 額

230 21,545 258 24,374

25 2,186 25 2,254

256 23,732 284 26,628

・個人変額年金保険 （単位：千件、億円）

件 数 金 額 件 数 金 額

3 363 2 363

８．保険会社及びその子会社等の状況

　当社は子会社を２社有していますが、その資産、売上高等からみて、当企業集団
の財政状態と経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいこと
から、当社では連結財務諸表を作成していません。

変額保険（有期型）

変額保険（終身型）

合 計

区　　分

前事業年度末 当中間会計期間末
（2023年３月31日） （2023年９月30日）

個人変額年金保険

区　　分

前事業年度末 当中間会計期間末
（2023年３月31日） （2023年９月30日）

団 体 年 金 保 険 - -

特 別 勘 定 計 2,115 2,510

個 人 変 額 保 険 1,748 2,144

個人変額年金保険 366 365

区　　分
前事業年度末 当中間会計期間末

（2023年３月31日） （2023年９月30日）
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